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要約 
 
 
１ 本稿の構成 
本稿は、以下の部分により構成される。 
はじめに 
凡例 
第一章 日本における信託制度 
１ 信託法の立法・改正の背景 
１．１ 大正 11年信託法の立法の背景 
１．２ 平成 18年以前の信託の発展 
２ 平成 18年信託法改正 
２．１ 信託法改正の背景  
２．２ 信託法改正の立法経緯  
２．３ 改正信託法のポイント  
２．３．１ 受託者義務の任意法規化  
２．３．２ 受益者の権利保護  
２．３．３ 新しい信託類型の創設  
３ 信託法の概要および信託の基本構造  
３．１ 信託の定義  
３．２ 信託の設定  
３．２．１ 信託契約の諾成性  
３．３ 信託財産の独立性  
３．３．１ 委託者からの独立性  
３．３．２ 受託者からの独立性  
３．３．３ 受益者からの独立性  
３．３．４ 第三者からの相殺の制限  
３．４ 信託の公示  
３．５ 受託者の主たる義務  
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３．５．１ 善管注意義務  
３．５．２ 忠実義務  
３．５．３ 分別管理義務  
３．５．４ 公平義務  
３．５．５ 自己執行義務の免除と第三者の選任および監督に関する義務  
４ 信託の基本構造をめぐる学説  
４．１ 債権説  
４．２ 実質的法主体性説  
４．３ 大阪谷説  
４．４ 新債権説  
５ 信託の転換機能  
５．１ 四宮説  
５．２ 新井説  
５．２．１ 財産の長期的管理機能  
５．２．２ 倒産隔離機能  
 
第二章 中国における信託制度  
第 1節 中国信託制度の発展史および信託法の立法過程  
１ 中華民国時代の信託制度の発展  
１．１ 「信託」という概念の導入  
１．２ 信託業の盛衰――民十「信交風潮」  
１．３ 信託業の低迷（1922年―1926年）  
１．４ 信託業の復興と初期における発展（1927年―1937年）  
１．５ 戦時の信託制度（1937年―1945年）  
１．６ 戦後の信託制度（1945年―1949年）  
２ 中華人民共和国建国以後の信託制度  
２．１ 改革開放以前の信託制度（1949年―1978年）  
２．２ 改革開放後の信託の発展――信託業の六回の整頓（1979年―2007年）  
３ 中国信託法の立法過程  
３．１ 立法の趣旨――信託業の規範化から信託関係の調整へ  
３．２ 信託関係の適用範囲の調整  
３．３ 信託の定義の変更――初回草案の「移転」から最終稿の「委託」へ  
３．４ 定義変更の原因  
３．４．１ 信託法草案（二回審議稿）の説明会における理由  
３．４．２ 中国の伝統的な観念との衝突および国民性の考量  
３．４．３ 信託の基本構造と中国の伝統的な法理念との衝突  
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第 2節 中国における信託制度  
１ 中国信託制度の仕組み  
１．１ 信託の法的地位  
１．２ 信託の定義における「委託」の意味  
１．２．１ 移転説  
１．２．２ 委託説  
１．２．３ その他の学説  
２ 中国信託法の概要  
２．１ 信託の設定・成立・発効  
２．２ 信託財産の独立性  
２．２．１ 委託者からの独立性  
２．２．２ 受託者からの独立性  
２．２．３ 受益者からの独立性  
２．２．４ 強制執行の禁止  
２．２．５ 「委託」による信託財産の独立性に対する影響  
２．３ 委託者の権利  
２．３．１ 知る権利・帳簿の閲覧、謄写権など  
２．３．２ 信託財産管理方法の変更請求権  
２．３．３ 取消申立権・原状回復・賠償請求権  
２．３．４ 受託者解任権  
２．３．５ 受益者変更・受益権処分権  
２．３．６ 信託解除権  
２．４ 受託者の義務・権利  
２．４．１ 受託者の資格  
２．４．２ 受託者の義務および禁止事項  
２．４．３ 受託者の権利  
２．４．４ 受託者の辞任・職責の終了  
２．５ 受益者の権利  
２．６ 信託の公示  
２．６．１ 信託登記制度およびその法的効果  
２．６．２ 信託登記制度にかかわる法律法規  
２．６．３ 信託登記センターの変遷  
２．６．４ 「信託登記管理辦法」  
２．７ 信託の終了事由  
３ 中国信託法の基本構造  
３．１ 信託財産権の帰属  
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３．１．１ 委託者帰属説  
３．１．２ 受託者帰属説  
３．１．３ 受益者帰属説  
３．１．４ 二重所有権説  
３．１．５ 信託財産共有説  
３．１．６ 各当事者共有説  
３．１．７ 委託者帰属説に対する批判  
３．２ 受益権の性質  
３．２．１ 物権説  
３．２．２ 債権説  
３．２．３ 特別債権説  
３．２．４ 物権債権兼備説  
４ 慈善信託制度の成立  
４．１ 信託法における「公益信託」および慈善法における「慈善信託」  
４．２ 届出制度・主務官庁の明確化  
４．３ 信託監察人の任意法規化  
４．４ 慈善信託の設定要件  
４．５ 委託者の権利義務  
４．５．１ 委託者の権利  
４．５．２ 委託者の義務  
４．６ 受託者について  
４．６．１ 受託者の資格・義務  
４．６．２ 受託者の辞任・変更  
４．７ 慈善信託終了後の残余財産  
４．８ 監督管理  
 
第三章 日中信託制度の比較  
１ 信託の設定方法の相違  
２ 信託の定義の相違  
３ 委託者の権限留保  
３．１ 委託者のみが有する権限  
３．２ 委託者と受益者がいずれも行使できる権限  
３．２．１ 特別な事情による信託の変更権  
３．２．２ 受託者の信託の目的・職責に違反した際の対策  
３．２．３ 受託者の解任権  
３．３ 委託者と受益者による合意――受託者の辞任同意権  
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３．４ 委託者は受益者より優先する――新受託者の選任権  
３．５ 日本信託法における受益者と委託者の権利に関する規定  
３．５．１ 受益者の権利行使の制限禁止――単独受益権  
３．５．２ 委託者に対する権利留保  
３．６ 委託者と受益者の法的地位――日本信託法 145条と中国信託法 49条  
４ 信託の公示制度の相違  
５ 受託者の主たる義務  
５．１ 受託者の注意義務  
５．２ 受託者の忠実義務  
５．３ 分別管理義務  
５．４ 自己執行および第三者への委託  
６ 受託者の対象範囲  
６．１ 個人は受託者になれるか  
７ 小括  
 
第四章 民法上の財産管理制度との相違  
１ 日本における相違  
１．１ 信託と民法上の財産管理制度  
１．１．１ 代理と信託  
１．１．２ 委任（契約）と信託  
１．１．３ 寄託（契約）と信託  
１．２ 信託と民法上の財産承継制度  
１．２．１ 遺言執行と信託  
１．３ 小括 
２ 中国における相違  
２．１ 信託と民法上の財産管理制度  
２．１．１ 代理と信託  
２．１．２ 「行紀」（契約）と信託  
２．１．３ 委託（契約）と信託  
２．１．４ 保管（契約）と信託  
２．１．５ 第三者利益契約と信託  
２．２ 信託と民法上の財産承継制度  
２．２．１ 遺言の執行と信託  
２．３ 小括 
 
第五章 中国における民事信託の発展  
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１ 商事信託と民事信託との区別  
１．１ 日本における学説  
１．１．１ 立法論  
１．１．２ 神田説  
１．１．３ その他の学説  
１．２ 中国における学説  
１．２．１ 条文解釈  
１．２．２ 江平説  
１．２．３ 周小明説  
１．２．４ 趙廉慧説  
１．２．５ 関連学説  
２ 中国における民事信託の現状  
２．１ 家族信託  
２．１．１ 家族信託の社会的ニーズおよび現状  
２．１．２ 家族信託の課題  
２．２ 養老信託  
２．２．１ 養老消費信託  
２．３ 基本養老金信託  
２．４ 民事信託の課題  
３ 慈善信託の実務状況  
４ 信託の担い手  
４．１ 銀行業・信託業の分業  
４．２ 実務上の担い手および関係者  
４．２．１ 銀信の合作  
 
第六章 日本における民事信託の活用  
１ 日本における民事信託の進展  
１．１ 改正信託法における立法の趣旨の革新  
１．２ 障害者権利条約  
２ 改正信託法における民事信託の新類型  
２．１ 後継ぎ遺贈型受益者連続信託  
２．１．１ 後継ぎ遺贈型受益者連続信託の社会的ニーズ  
２．１．２ 後継ぎ遺贈および後継ぎ遺贈型受益者連続信託の効力  
２．１．３ 遺留分との繋がり  
２．２ 遺言代用信託  
２．２．１ 遺言代用信託のニーズ  
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２．２．２ 遺言代用信託の特例  
２．２．３ 遺言代用信託と遺言信託  
２．２．４ 遺言代用信託と死因贈与  
２．３ 福祉型信託  
２．３．１ 福祉型信託の必要性  
２．３．２ 福祉型の信託に関する法律案  
２．３．３ 福祉型信託の活用例  
２．３．４ 監督の未整備  
３ 日本における民事信託の活用例  
３．１ 信託銀行を担い手とする活用  
３．１．１ 信託銀行による遺言代用信託の活用  
３．１．２ 遺言代用信託と受益者連続信託の結合  
３．１．３ 教育資金贈与信託および結婚・子育て支援信託  
３．１．４ 被害防止のための信託  
３．１．５ その他の信託活用例  
３．２ 個人を受託者とする信託――家族信託  
３．２．１ 家族信託の課題  
３．３ その他の信託の担い手  
４ 成年後見制度と信託制度の併用  
４．１ 成年後見制度と信託の相補  
４．１．１ 任意後見と信託の連携に対する期待  
４．２ 後見制度支援信託  
４．２．１ 後見制度支援信託の導入の背景  
４．２．２ 後見制度支援信託  
４．２．３ 後見制度支援信託の問題点  
４．３ 任意後見制度支援信託  
４．３．１ 任意後見制度支援信託の導入の背景  
４．３．２ 任意後見制度支援信託の特徴  
 
第七章 中国における民事信託の展望  
第 1節 高齢社会における民事信託の展望  
１ 受益者連続型信託の可能性  
１．１ 中国相続法上の「後位相続」の有効性  
１．２ 受益者連続型信託の可能性  
２ 遺言執行における信託の活用  
２．１ 現行法の問題点  
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２．１．１ 遺言執行制度の不備  
２．１．２ 遺言信託の成立要件に関する矛盾した規定 
２．２ 遺言代用信託の活用  
２．２．１ 遺言代用信託のメリット  
２．２．２ 遺言代用信託の課題  
３ 被害防止対策における信託の活用  
４ 成年後見と信託の融合  
４．１ 中国における成年後見制度の法改正  
４．１．１ 「意定」後見制度の導入  
４．１．２ 成年後見制度の対象範囲の拡大  
４．１．３ 後見人の範囲の調整・拡大  
４．２ 成年後見制度と信託制度の融合  
４．２．１ 成年後見と信託の融合という発想  
４．２．２ 成年後見と信託との衝突  
４．３ 「意定」後見と信託の融合  
４．３．１ 「意定」後見信託の提案  
４．３．２ 問題点と課題  
５ 慈善信託との融合――養老慈善信託  
第 2節 中国信託法への示唆と今後の課題  
１ 中国信託法の争点に対する私見  
１．１ 財産権「移転」の有無と「二重所有権」の関係  
１．２ 「委託」への変更に対する見解  
１．３ 信託法の条文に対する理解  
１．４ 委託者帰属説の問題点  
２ 日本の受益者代理制度による中国法への示唆  
２．１ 日本信託法における信託管理人・信託監督人  
２．２ 中国における受益者代理制度の整備  
２．２．１ 中国の信託監察人と日本の受益者代理制度  
２．２．２ 中国法への示唆  
３ 中国における今後の課題  
３．１ 信託の監督制度の整備  
３．２ 信託財産権の帰属の明確化  
３．３ 信託財産の登記制度の整備  
３．４ 受託者の公平義務の明文化  
３．５ 信託制度の担い手の多様化  
３．６ 信託税制の整備  
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おわりに 
参考文献 
 
２ 本稿の目的・方法と概要 
（１）本稿の問題意識と目的・方法 
中国における高齢化率の深刻化によって、意思能力が減退している高齢者の財産管理・
運用をめぐる問題が顕在化している。多様化・複雑化した高齢者などの財産管理ニーズに
応えるために、民法やその他の財産管理制度と比較し、独自の機能を有する信託制度、特
に民事信託の分野における活用がますます注目されており、従来あまり活かされていない
機能の発揮が期待されている。本稿においては、信託制度の発展初期、信託法の立法の背
景が類似する日中信託制度を比較する視点から、日本信託法とその長所、および実務上の
民事信託の活用例を参考にし、かつ中国の国情を考慮した上で、高齢社会を迎えている中
国の信託制度、特に民事信託が如何に発展すればよいのかを検討し、中国にふさわしい民
事信託のあり方を検討・提案したい。かつ信託制度をより整備し、民事信託をより円滑に
進展させるために、日本信託法は中国の法整備への示唆を検討しながら、中国の現行信託
法の整備に対して改正意見を提案したい。 
 
（２）本稿の内容 
本稿を構成する内容は、以下のとおりである。 
第一章 日本における信託制度 
本章においては、まず、日本の信託制度の導入の背景、大正 11年信託法の立法の背景、
および平成 18年信託法改正の背景・立法経緯をまとめて紹介する。日本においては、信託
制度の導入の背景は、日露戦後の経済復興に対応するために、外国資本の導入が必要とさ
れたのである。そして、大正 11年の信託法の立法背景は、不健全な業者を取り締まり、信
託業を健全な金融産業として保護・育成するためのである。 
それから、改正信託法の概要のうち、まず、信託法の改正ポイントが三つがあり、すな
わち①受託者義務の任意法規化、②受益者の権利行使の合理化、および③新たな信託類型
の創設である。その後、中国信託法と比較するために関係する内容（信託の定義・設定、
信託財産の独立性、信託の公示、および受託者の主たる義務）を扱いながら、信託法の基
本構成にかかる学説（債権説、実質的法主体性説、大阪谷説および新債権説）を整理する。
最後に、高齢者の財産管理においてもっとも発揮でき、信託制度が特有する財産の長期的
管理機能と倒産隔離機能を紹介する。 
 
第二章 中国における信託制度 
本章においては、二節に分けて論じる。第 1節においては、信託制度が中国に導入され
てから信託法を制定するまでの中国信託制度の発展史（信託制度の導入事由・発展状況）
10 
および信託法の立法過程を整理しながら、日中両国の信託制度は、ほぼ同様な発展経過と
立法の背景を有することを示す。中国における信託制度も商事信託の分野に限って展開し、
銀行業・信託業が兼営して、混乱した時期を経過したことがある。そして中国では、日本
と同様に、乱立する信託会社を取り締まり、混乱した信託業を規範化にするために、信託
法の立法を開始した。それから、立法過程においては、①立法趣旨が信託業の規範化から
信託関係の調整への変更、②信託関係の適用範囲の調整、③信託の定義における信託財産
権の「移転」が最後に「委託」への変更を行ったのである。 
第 2節においては、まず、中国の信託制度の仕組みを説明し、信託の定義における「委
託」の意味に関する学説を紹介してまとめる。「委託」の法的意味に関しては、「委託説」
および「移転説」が対立している。移転説が有力である。その次に、①信託の設定・成立・
発効、②信託の各当事者と強制執行の禁止による信託財産の独立性、③委託者・受益者の
権利、④受託者の義務・権利、⑤信託の公示、⑥信託の終了事由から、中国信託法の概要
を紹介する。そして、中国の曖昧な信託の定義に基づき、信託財産権の帰属者および受益
者の性質に関する学説を整理しながら紹介する。そのうち、信託財産権の帰属においては、
主に受託者に帰属説と委託者に帰属説が対立し、受益者の性質に関する学説においては、
特別債権説が有力である。最後に、2017年新しく成立された慈善信託制度について、従来
の信託法における公益信託と比べ、改正された点を着目してまとめて紹介する。 
 
第三章 日中信託制度の比較 
本章においては、信託の設定方法の相違、信託の定義の相違、委託者の権限留保、信託
の公示制度の相違、受託者の主たる義務、受託者の対象範囲を切り口として、日中両国の
信託制度を比較しながら、相違点を分析する。日本信託法と比較すれば、中国信託法の特
徴は、主に三点にまとめることができる。一つ目、日本信託法においては、信託財産権が
受託者に「移転」することに対して、中国信託法においては「委託」すると定義している。
つまり、中国信託法は、財産権の「移転」が要求されず、信託財産の所有権者が明確にさ
れていない。二つ目、日中信託法はともに、信託の設定後においても委託者に一定の権限
を留保させている。しかし、日本信託法 145 条 2 項と中国信託法 49 条によって、中国信
託法は、委託者にさまざまな権限を付与すると同時に、受益者も行使できるという立法方
式をとっている一方で、日本信託法においては、受益者が有する「中核」である受益権に
ついては、委託者は有しないことが原則である。したがって、中国信託法のほうは、委託
者の権限をより重視し、強大な権利を付与している。三つ目、信託財産の登記制度につい
ては、日本のほうは対抗要件主義をとることに対して、中国信託法は効力要件主義をとっ
ている。そのほかに、日本における受託者は改正信託法によって、自己執行義務が緩和さ
れ、第三者への委託が認められているが、中国のほうは、自己執行義務が一般原則である。 
 
第四章 民法上の財産管理制度との相違 
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本章においては、日本信託法と中国信託法を分けて、それぞれ民法上の伝統的な財産管
理・承継制度と比較し、信託制度の特徴を分析する。日本の場合に、代理、委任（契約）、
寄託（契約）を中心にして信託制度と比較し、主に①法的関係の設定方法、②財産権の名
義移転、③管理者と本人（委託者）との権限関係、④裁判所の関与、⑤管理者による行為
の効果帰属、および⑥終了事由などの視点で分析する。その結果、信託の本質は、委託者
から受託者への財産の移転であり、委託者の支配権から財産を完全に離脱させるのが信託
の特徴である。委託者から受託者への財産の移転によって、信託に転換機能を生じさせる
ことになる。 
中国の場合には、民法上の代理、委託（契約）、保管（寄託）（契約）、遺言執行のほか
に、さらに「行紀」（仲買）（契約）と、同じ第三者のために設定する第三者利益契約をと
りあげる。そして、主に法律関係の設定方法、財産権の移転の有無、管理者による行為の
効果の帰属、管理者の権限、管理者の職責の内容、および法律関係の安定性を着目して比
較する。民法上の他の制度においては、多少信託の特徴も有するものの、全体からみれば、
信託制度は、専門的な財産管理制度として、より広い範囲で財産を管理・運用することが
でき、柔軟性を有するのである。 
 
第五章 中国における民事信託の発展 
本章では、まず、商事信託と民事信託の相違点を区別し、中国における民事信託の必要
性を示したい。そして、中国の信託実務における家族信託（家族事業・財産の承継のため
の信託）、養老信託などのわずかの民事信託の実践を紹介しながら、信託財産所有権者の
不明瞭、個人受託者に対する制限などを含む信託法制自体の不完全、信託登記・監督・税
法制度の不備、周知性の低いなどの問題点を指摘する。その後、慈善信託の実務状況を紹
介する。最後に、中国の信託制度の担い手の状況を説明する。商業銀行による信託業務へ
の参入が禁止されているが、銀行は、「銀信合作」という方式、信託業務に参入するのであ
る。 
 
第六章 日本における民事信託の活用 
本章においては、日本における民事信託の活用実務をまとめて紹介する。まず、日本の
民事信託は中国より早くて展開していることは、改正信託法における立法の趣旨の革新に
密接な関係が有する。改正信託法においては、商事信託の分野を中心とする規制緩和が求
められると同時に、受益者の権利の保護・強化、および遺言代用信託、後継ぎ遺贈型受益
者連続信託の創設によって、民事信託の促進も図られている。また、日本は障害者権利条
約を批准することによっても、障害者を対象とし、民事信託に属する福祉型信託の発展に
新しい理念を提供していた。その次に、日本における民事信託の活用例を紹介し、①遺言
代用信託、②教育資金贈与信託および結婚・子育て支援信託、③被害防止のための信託な
どが信託銀行を担い手とする活用、個人を受託者とする家族信託を取り上げる。そして、
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中国と異なるのは、日本は信託銀行が受託者として信託活動を主導している同時に、弁護
士や司法書士などの専門職が別の形態で信託活動に参入している。さらに、民事信託をよ
り推進させるために、民事信託の専門家である民事信託士も創設された。これらの専門家
は、受託者監督人や信託管理人の就任や、信託事務処理の代行などの範囲で活躍している。
最後に、成年後見制度と信託制度の併用、すなわち、後見制度支援信託および信託商品で
ある任意後見制度支援信託を取り上げる。 
 
第七章 中国における民事信託の展望 
本章は、高齢社会における民事信託の展望と、中国信託法への示唆と今後の課題に分け
て 2節で論じる。第 1節の高齢社会における民事信託の展望においては、まず、受益者連
続型信託、遺言代用信託が中国で展開する可能性を分析する。受益者連続信託の活用が不
可能なわけではない。また、現行の相続法の不備を補完できる機能を発揮し、遺言分割を
円滑に行うために、遺言代用信託制度を活用することができる。その次に、高齢者をター
ゲットとした詐欺の膨大な被害額からみれば、被害防止のための信託は、現実的な必要性
を有することを指摘する。それから、成年後見制度と信託制度の融合を検討する。信託法
による委託者の資格・および信託財産の出所に対する制限によって、法定後見が信託との
融合が不可能である。したがって、「意定」後見と信託との融合しか考えられない。現在の
高齢者福祉サービスの不足を補い、高齢者の財産管理に限らず、身上監護も確保するため
に、「意定」後見と信託との融合である「意定」後見信託を提案する。それと同時に、後見
人と受託者との法的関係の検討、受益者代理制度の導入を課題とする。最後に、私益信託
と慈善信託との融合して「養老慈善信託」を提案する。富裕層の高齢者は自分が高級な高
齢者福祉サービスを享受しながら、公益信託を通じて基本的な養老サービスの構築に協力
することによって、より多くの一般の高齢者が養老サービスを受けることが可能である。 
そして、第 2節においては、まず中国信託法の争点に対する私見を述べる。そのなかに、
もっとも重要なのは、信託財産権の委託者から受託者への移転、および信託財産権の帰属
者が受託者であることを明確にしなければならないことである。その次に、中国への示唆
について、日本における受益者を代理して受託者を監督する受益者代理制度を設けている
ことを参考にし、中国の現行の信託監察人が受益者の保護に対して不利である現状を踏ま
え、中国の私益信託の場合においても、受託者の信託行為の規範化を監督するより、信託
財産および受益者の利益を保護する観点から、意思能力が有しない、または減退している
受益者・委託者による監督を支援・補充するために、信託監督人の設置の必要性を分析す
る。信託監督人の設置は任意でありうるが、その設置の適法性を認めなければならない。 
最後に、中国信託法をより完全するために、いつくかの法整備の提案を検討する。まず、
信託の監督制度の整備である。日本の受益者代理制度から中国信託法への示唆によって、
私的な信託監督人の創設の重要性をすでに示したほかに、公的な信託監督機関の整備も考
慮しなければならない。特に、受益者・委託者の民事行為能力の喪失によって受託者を監
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督できなくなる場合に、裁判所によって信託監督人の選任し、受益者の利益を保護するこ
とができる。また、信託財産の登記制度の整備である。現有の信託商品登記のみでは不十
分であり、すべての信託財産がその登記対象とならない。個人間の信託の活用には、信託
財産の登記制度の整備が必要である。その次、受託者の公平義務の明文化である。現行法
においては、受託者に公平義務を負わせる規定が設けられていない。受益者の利益をより
よく保護できるために、信託当事者にかかる「公平原則に従う」という一般原則の規定を
根拠にして、受託者の義務のなかに、公平義務を盛り込んで明文化し、かつ受託者が公平
義務に違反する場合の救済方法を設けることが必要とされる。それから、信託制度の担い
手を多様化にする。中国現行法のもとで、営利目的を有する個人が受託者になることが認
められていないが、信託法および信託会社管理規則における矛盾した条文に基づき、専門
職らが受託者になり得るかについて明確な法的根拠を示すことができないのである。した
がって、高齢者の財産管理にかかわる多様なニーズによって、信託会社による信託商品よ
り、個人の受託者は個別にそのニーズに応じて対応することができることに鑑み、個人で
ある受託者のかかる規定をより明確にし、信託法と関係行政規定の関係を調整しなければ
ならない。最後に、現在の課税制度によれば、信託財産の移転において二重課税を生じる
ため、信託税制の整備が必要である。 
中国信託法は、これらの不備を完全することによって、民事信託の活用に安定的な法律・
実務環境を提供することができる。しかしながら、中国における信託制度の周知性の低さ、
信託専門家の不足、および公民の専門職に依頼する習慣になっていないなどの現状に鑑み
れば、個人のための民事信託の活用がまだ長い時間をかかると想像できる。にもかかわら
ず、高齢化率が急速に上昇している中国において、高齢者らの財産管理に関するニーズに
応えられるために、民事信託が極めて役に立てる。そして、民事信託の促進において、当
面の急務は、信託法自体の完全のほかに、信託制度にかかわる全般的・連動的な法整備が
大事である。なお、より具体的に上記の不備を如何に完全する（たとえば、個人受託者に
対する規範化および信託法制間の調整）かについては、今後の課題としたい。 
 
